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総合コミュニケーション科学学会 定款 

 

 

第１章 総 則 

 

（名 称） 

第１条  この団体は、総合コミュニケーション科学学会（以下「本会」という） 

    と称する。 

  ２  本会の英語名称は、Japan Society for Comprehensive Communication 

    Scienceとする。 

 

（事務所） 

第２条  本会の事務所は、理事会の定めるところに置く。 

 

（目 的） 

第３条  本会は、総合コミュニケーション科学に関する研究及び実践を通じ

て総合コミュニケーション科学の発展と普及を促進し、もって人類の

幸福追求に貢献することを目的とする。 

 

（事 業） 

第４条  本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 総合コミュニケーション科学に関する調査研究・啓発普及 

(2) 総合コミュニケーション科学に関わる人材育成の支援事業 

(3) 研究会・講演会・講習会などの開催 

(4) 総合コミュニケーション科学に関する奨励及び業績等の表彰 

(5) 学会誌や刊行物等の出版物の発行 

(6) 国内外の関連機関との連携・協力活動 

(7) その他本会の目的を達成するために必要な活動 
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第２章 会 員 

 

（種 別） 

第５条  本会の会員は、次の４種とする。 

    (1) 正会員   本会の目的に賛同する個人 

    (2) 準会員   本会の目的に賛同する個人 

    (3) 学生会員  大学、大学院、短期大学、専門学校等に在籍している

学生で、本会の目的に賛同する個人 

    (4) 賛助会員  本会の目的に賛同し、賛助する個人又は団体 

 

（入 会） 

第６条  本会の会員となろうとする者は、別に定める入会手続きに基づき、 

    申し込むものとする。 

 

（会 費） 

第７条  会員は、別に定める会費を納入しなければならない。 

 

（退 会） 

第８条  会員は、別に定める退会手続きに基づき、退会届を提出して任意に 

    退会することができる。 

 

（会員の資格の喪失） 

第９条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、又は本会が解散した 

      とき。 

(3) 継続して１年以上会費を滞納したとき。 

(4) 除名されたとき。 

 

（除 名） 

第１０条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを 

    除名することができる。 

(1) この定款に違反したとき。 

(2) この団体の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

   ２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該 

    会員に弁明の機会を与えなければならない。
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第３章 役 員 

 

（種別及び定数） 

第１１条 本会に、次の役員を置く。 

(1) 理事  ５人以上２０人以内 

(2) 監事  １人以上２人以内 

   ２ 理事のうち１人を会長、１人以上３人以内の者を副会長とする。 

 

（選任等） 

第１２条 本会の役員は、総会の決議によって選任する。 

   ２ 会長及び副会長は、理事の互選とする。 

 

（役員の職務） 

第１３条 会長は、本会を代表し、その業務を総理する。 

   ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと 

きは、会長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

   ３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め並びに総会及び理事会の議 

決に基づき、本会の業務を執行する。 

   ４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) 本会の財産の状況を監査すること。 

(3) 監査の結果を総会に報告すること。 

 

（任期等） 

第１４条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

   ２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任 

者又は現任者の任期の残存期間とする。 

   ３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、 

その職務を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第１５条 役員が定数の下限に満たない場合は、遅滞なくこれを補充しなけれ 

ばならない。 

 

（解 任） 

第１６条 役員は、別に定める手続きを経て、総会の議決により、解任すること

ができる。 

 

（報酬等） 

第１７条 役員は、無報酬とする。
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第４章 総 会 

 

（構 成） 

第１８条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（権 限） 

第１９条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散及び残余財産の処分 

(3) 事業報告、収支決算及び事業計画、収支予算の承認 

(4) 役員の選任または解任 

(5) 会員の除名 

(6) 会費額 

(7) その他運営に関する重要事項の承認 

 

（開 催） 

第２０条 総会は、会長が招集する。 

２ 通常総会は、毎年１回事業年度の終了後３カ月以内に開催する。 

３ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 

(2) 会員総数の５分の１以上から会議の目的を記載した書面により 

招集の請求があったとき。 

 

（議 長） 

第２１条 通常総会の議長は、会長とし、臨時総会の議長は出席した会員の互選 

とする。 

 

（定足数） 

第２２条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ議決すること

はできない。ただし、総会に出席できない正会員は、別に定める手続き

により他の正会員を代理人として議決権の行使を委任する委任状を提

出することができ、出席したものとみなす。 

 

 



 

資料 No.2 

5 

 

（議決権等） 

第２３条 総会における議決権は、正会員１人につき１個とする。 

   ２ 総会の決議は、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

   ３ 前項の規定にかかわらず、次の議決は、出席した正会員の３分の２以

上にあたる多数をもって行う。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散及び残余財産の処分 

(3) 役員の解任 

(4) 会員の除名 

 

（議事録） 

第２４条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれ

ばならない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 会員総数及び出席者 

（委任状提出者がある場合にあっては、その数を付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議長及び総会において選任された議事録署名人の署名 

   ２ 議事録は、総会後３カ月以内に、全会員に配布（電子的方法を含む） 

    しなければならない。 

 

 

第５章 理 事 会 

 

（構 成） 

第２５条 理事会は、理事をもって構成する。 

   ２ 監事は、理事会に出席し、必要ある場合には、意見をのべなければな 

    らない。 

 

（権 限） 

第２６条 理事会は、次の職務を行う。 

(1) 本会の業務執行及びその担当理事の決定 

(2) 総会に付議すべき事項の決定 

(3) 会長、副会長の選任及び解任
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（開 催） 

第２７条 理事会は会長が招集し、議長を務める。 

 

（定足数） 

第２８条 理事会は、理事総数の２分の１以上の出席がなければ議決すること

はできない。ただし、理事会に出席できない理事は、別に定める手続き

により他の理事を代理人として議決権の行使を委任する委任状を提出

することができ、出席したものとみなす。 

 

（議決権等） 

第２９条 理事会における議決権は、理事１人につき１個とする。 

   ２ 理事会の決議は、出席した理事の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

 

（議事録） 

第３０条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけ

ればならない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名 

（委任状提出者がある場合には、その旨を付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 会長及び副会長１名の署名 

２ 議事録は、理事会後１カ月以内に、全役員に配布（電子的方法を含む） 

しなければならない。 
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第５章 会 計 

 

（事業年度） 

第３１条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第３２条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度に会長が作

成し、理事会の議決を経て総会に付議しなければならない。 

 

（事業報告及び決算） 

第３３条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の

種類を作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算報告書 

   ２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

 

第６章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第３４条 この定款を変更しようとするときは、総会の議決を経なければなら

ない。 

 

（解 散） 

第３５条 本会は、総会の決議によって解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第３６条 本会が解散したときに残存する財産は、国に譲渡するものとする。 
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第７章 事 務 局 

 

（事務局の構成） 

第３７条 本会の事務を処理するため、事務局を置く。 

   ２ 事務局には、事務局長及び必要な事務職員を置く。 

   ３ 事務局長には、理事の１人を充てる。 

 

（職員の任免） 

第３８条 事務職員の任免は、会長が行う。 

   ２ 事務職員は、有給とする。 

 

 

第８章 補 則 

 

（細 則） 

第３９条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、会長が

これを定める。 

 

 

附 則 

 

１  この定款は、本会の成立した日である ２０２２年３月２５日 から施行

する。 

２  本会の設立当初の役員の任期は、第１４条第１項の規定にかかわらず、 

本会の成立の日から ２０２４年３月３１日 までとする。 

３  本会の設立当初の事業年度は、第３１条の規定にかかわらず、本会の成立

の日から ２０２３年３月３１日 までとする。 

 

以 上 


